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研究要旨： 

研究目的: 災害対応者の健康確保は質の高い支援継続に不可欠であるが、災害時の産業

保健・労働衛生プロセスは確立されていなかった 。本研究は、災害時緊急事態オペレー

ションセンター（EOC）等への産業保健機能の実装と、国の関連マニュアル等への労働衛

生の必要性の明記を目指し、支援者の安全と健康を守る制度的基盤構築を目的とし

た 。    

研究方法: 厚生労働科学研究への参画、能登半島地震での活動、健康管理システム「J-

SPEED」の開発・活用、関連マニュアル（保健医療福祉調整本部マニュアル、健康危機対

策本部 SOP 案）への反映活動、災害産業保健支援チーム（DOHAT）の活用、職場環境改善

プログラムの実施、EOC 研修資材提供等を行った 。    

研究結果: 能登半島地震で J-SPEED を導入し、職員の健康状態の可視化と早期介入に貢

献した 。保健医療福祉調整本部マニュアルや健康危機対策本部 SOP 案に災害時の労働安

全衛生や健康管理の重要性、DOHAT・J-SPEED 活用等が明記されることに貢献した 。被災

地の社会福祉施設で職場環境改善プログラムを実施し、具体的な改善に繋がった 。DOHAT

は J-SPEED を活用し専門的支援を展開、その成果は内閣府防災のレビューでも取り上げら

れた 。    

考察: 国の公式文書への労働衛生・産業保健の必要性の明記は制度化への大きな前進で

ある 。J-SPEED 等テクノロジーはリアルタイムな健康把握と介入に有効であり、支援者

の持続可能な活動に不可欠である 。指揮命令系統から独立した Safety Officer の概念

と、DOHAT 等外部専門機関の活用は重要である 。支援者特有の課題には多角的なアプロ

ーチと平時からの備え（健康把握、ツール導入、連携構築、文化醸成）が必要であ

る 。    

結論: 本研究活動は、災害時の労働衛生・産業保健対応の重要性を再認識させ、実践に

向けた進展をもたらした 。EOC 等への機能実装やマニュアルへの反映は歴史的な一歩で

ある 。J-SPEED や DOHAT は支援者の健康を守る有効な手段である 。今後、これらの成果

を全国展開し、平時からの体制構築（専任者配置、研修、連携等）を進め、支援者の安全

と健康を守ることが、災害対応能力の維持・向上と迅速な復旧・復興の基盤となる 。 
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Ａ．研究目的 

災害時における被災者支援活動は、支援者

の心身に多大な負荷を与える。支援者の健康

確保は、質の高い支援活動の継続に不可欠で

あり、ひいては被災者の生命、健康、生活を

守ることに繋がる。しかしながら、これまで

災害時における産業保健や労働衛生の重要性

は認識されつつも、具体的な対応プロセスと

して確立・実施されるには至っていなかっ

た。 

本報告書は、災害時緊急事態オペレーショ

ンセンター（EOC）等における産業保健機能

の実装、および国の災害対応マニュアルや審

議会における労働衛生の必要性の明記に向け

た一連の活動とその成果をまとめることを目

的とする。具体的には、厚生労働科学研究費

補助金による研究班活動を通じて、EOC 内に

産業保健機能を持たせる取り組みや、災害時

保健医療福祉調整本部のマニュアル等に災害

時の労働衛生に関する記載を盛り込む活動を

報告する。これらの活動を通じて、災害対応

における労働衛生・産業保健の制度的基盤を

構築し、支援者の安全と健康を守る体制を確

立することを目指した。 

Ｂ．研究方法 

本活動は、主に以下の方法により実施され

た。 

能登半島地震での教訓:研究班活動の一環と

して能登半島地震への活動を通じた分担研究

を担当した。 

ツールの開発と活用: 災害対応職員の健康

状態をリアルタイムで把握し、適時介入を行

うためのシステム「J-SPEED 健康チェック」

を能登半島地震等で導入・活用した 。これ

により、個人の健康状態の把握（個別介入）

のみならず、部署ごとの傾向分析（組織介

入）も実施した 。    

マニュアル等への反映: 浜松医科大学 尾島

俊之教授を研究代表者とする厚生労働科学研

究費補助金「災害時の保健・医療・福祉及び

防災分野の情報集約及び対応体制における連

携推進のための研究」班と連携し、「保健医

療福祉調整本部等におけるマネジメントの進

め方 2025」において、本研究班の成果をベ

ースに、災害時の組織対応の共通原則である

CSCA（Command & Control/Coordination, 

Safety, Communication, Assessment）  の

うち、特に Safety（安全衛生）の項目に、

災害時の労働衛生の重要性に関する記述を盛

り込むよう働きかけをおこなった。また、

「健康危機対策本部運営の手引き（SOP）

案」にも健康管理に関する項目を追加する提

案を行った 。    

専門チームによる支援: 産業医科大学 災害

産業保健センターが事務局を担う災害産業保

健支援チーム（DOHAT）を活用し、専門的な

見地からの支援体制を構築・運用した 。    

職場環境改善プログラムの実施: ILO（国際

労働機関）の参加型改善手法（PAOT）を参考

に、被災地の社会福祉施設等において、職員

のヒアリングやアンケートに基づき、具体的

なアクションプランを策定・実行する職場環

境改善プログラムを実施した 。   

広島市の EOC 設置研修への研修資材提供：

本研究班で作成した研究成果を基に、30 分

程度の災害産業保健に関する講演を行った。 

 

Ｃ．研究結果 

 EOC 等における産業保健機能の実装: J-

SPEED 健康チェックシステムが令和 6 年能登

半島地震において石川県庁、珠洲市、輪島

市、能登町、穴水町、志賀町などで導入さ

れ、多数の職員の健康状態把握とハイリスク

者への早期介入に貢献した 。J-SPEED によ

り、職員の健康状態の可視化、緊急性の高い

不調者の抽出、専門家による迅速なフォロー

アップが可能となり、休職・離職の予防や行

政サービスの継続に繋がる可能性が示され

た 。実際に、介入が必要と判断された事例

（疲労蓄積、持病の内服中断等）に対して、
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DOHAT 等が個別介入を行った 。また、部署

ごとの疲労度や有症状割合等のデータを分析

し、組織的な対策立案にも活用された 。避

難所運営スタッフへのスポットサーベイで

は、一般職員よりも高い疲労度やパフォーマ

ンス低下が認められ、データに基づいた具体

的な改善提案（会議回数の削減、率先した休

暇取得の推奨等）が行われた 。    

国のマニュアル・指針等への反映: 

保健医療福祉調整本部マニュアルへの記載: 

「保健医療福祉調整本部等におけるマネジメ

ントの進め方 2025」において、CSCA の「S

（安全衛生）」の項で、活動者や被災者の二

次災害防止策に加え、「職員等の過重労働・

メンタルヘルス対策」が明記された 。業務

マネジメント（労務管理）とメンタルヘルス

対策（心のケア）の両輪の重要性、交代制勤

務の工夫、コミュニケーションによる負担軽

減、専門職（DOHAT、J-SPEED 等含む）によ

る支援の活用などへの記載について部分的に

貢献することができた（図１） 。    

健康危機対策本部運営の手引き（SOP）案へ

の記載: 「健康危機対策本部運営の手引き

（SOP）案」において、「健康管理」の項目

が設けられ、安全衛生担当の設置、業務マネ

ジメント（労務管理）支援（オペレーショ

ン・テンポ作成、J-SPEED 等の活用、組織的

対応）、メンタルヘルスケア（4 つの柱）、

有害作業のリスクアセスメントと防護措置、

外部専門機関（DOHAT 等）の活用などが盛り

込まれた（図 2） 。    

職場環境改善の成果: 被災した社会福祉施設

において、職員アンケートやヒアリングに基

づき、「ありがとうという言葉を積極的に使

う」「連絡帳で朝礼内容を共有する」といっ

た具体的なアクションプランを策定・実施

し、職場環境改善に繋がった 。作成された

福祉施設におけるアクションチェックリスト

とその解説版について別添１・２に示す。 

DOHAT の活動: DOHAT が能登半島地震におい

て、J-SPEED を活用した健康管理支援活動を

展開し、専門家による支援フレームワークの

有効性を示した。本研究班での成果は内閣府

防災の能登半島地震の振り返りでも取り扱わ

れ、今後の災害の指針となることが想定され

る。 

広島市研修について：研修会で用いた資料と

解説について別添 3 に示す。 

 

Ｄ．考察 

 本活動を通じて、災害時における労働衛

生・産業保健の重要性が再確認されると共

に、その実践に向けた具体的な道筋が示され

た。 

制度化の意義: これまで重要性が認識されな

がらも具体的な対応が進んでいなかった災害

時の労働衛生について、厚生科学審議会での

言及や、保健医療福祉調整本部マニュアル、

健康危機対策本部 SOP 案といった国の公式な

文書にその必要性や具体的な対応策が明記さ

れたことは、極めて大きな前進である。これ

により、今後の災害対応において、労働衛

生・産業保健が標準的な取り組みとして認識

され、実践されるための制度的基盤が強化さ

れたと言える。 

テクノロジー活用の有効性: J-SPEED 健康チ

ェックシステムは、最小限の負担で多数の職

員の健康状態をリアルタイムに把握し、客観

的データに基づいた個別介入・組織介入を可

能にした 。特に、疲労やストレスが蓄積し

やすい災害対応初期において、ハイリスク者

を早期に発見し、専門家による適切な支援に

繋げる仕組みは、支援者の燃え尽きを防ぎ、

持続可能な支援体制を維持する上で不可欠で

ある。これは、職員を守ることが住民への適

切な支援継続に繋がるという考え方を具現化

するものである 。    

Safety Officer の必要性: ICS における

Safety Officer の概念は、日本の災害対応

においても重要である 。指揮命令系統から

独立し、客観的な立場で支援者の安全と健康
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を管理する専任者の配置は、特に復旧・復興

活動が優先されがちな状況下で、労働安全衛

生を確保するために有効である 。健康管理

は、単なる福利厚生ではなく、本部活動の成

否に直結する重要な要素であり 、その担当

者は幅広い健康障害に関する知見を持つ必要

がある 。内部スタッフによる対応には限界

（優先順位の低下、相談しにくさ、利益相反

等）があるため、DOHAT のような外部専門機

関の活用も有効な選択肢となる 。    

支援者特有の課題: 自治体職員は、過重労働

や危険な作業環境といった一般的な労働リス

クに加え、自身も被災者である可能性、住民

対応による精神的負荷、職務と住民としての

立場の利益相反など、災害時特有の困難に直

面する 。これらの課題に対応するために

は、単一の対策ではなく、労務管理、メンタ

ルヘルスケア、職場環境改善、専門家による

支援などを組み合わせた多角的なアプローチ

が必要である。    

平時からの備え: 災害時の労働衛生・産業保

健を効果的に実施するためには、平時からの

備えが不可欠である 。従前の健康状態の把

握、要配慮者への対応計画、ローテーション

勤務体制の検討、J-SPEED のようなツールの

導入準備、DOHAT 等との連携体制構築、そし

て何よりも、支援者自身のセルフケア意識の

向上と、組織全体で健康管理を重視する文化

の醸成が求められる 。また、今回、SOP に

おける災害産業保健を実践するための標準プ

レゼン資料も作成された。この資料をベース

に各自治体等での災害産業保健実装について

期待する。 

 

Ｅ．結論 

本研究班活動等を通じて、これまで課題であ

った災害時における労働衛生・産業保健の対

応について、その重要性を再認識させるとと

もに、具体的な実践に向けた大きな進展があ

った。EOC 等への産業保健機能の実装、厚生

科学審議会での必要性の言及、保健医療福祉

調整本部マニュアルや健康危機対策本部 SOP

案への具体的な記載の反映は、日本の災害対

策における歴史的な一歩と言える。 

 

J-SPEED のようなテクノロジーを活用した健

康管理システムや、DOHAT のような専門家チ

ームによる支援は、過酷な状況下で活動する

支援者の心身の健康を守る上で有効な手段で

あることが示された 。    

 

今後、これらの成果を全国的に展開し、平時

からの備えとして、各自治体や関係機関にお

いて、労働衛生・産業保健体制の構築（専任

担当者の配置、研修・訓練の実施、関係機関

との連携強化等）を進める必要がある 。支

援者の安全と健康を守ることは、災害対応能

力そのものを維持・向上させ、迅速かつ効果

的な復旧・復興活動を実現するための基盤と

なることを、改めて強調したい 。 

 

 

Ｆ．研究発表  

１．論文発表 

 特になし 

 

２．学会発表 

1. 立石清一郎：災害産業保健の１００

年；関東大震災から１００年、過去事

例を踏まえた未来志向の災害時の産業

保健のあり方、第９７回日本産業衛生

学会メインシンポジウム、202４年５

月、広島 

2. 立石清一郎：災害産業保健の

UPTODATE、第９７回日本産業衛生学

会教育講演１０、202４年５月、広島 

3. 立石清一郎：災害時の職員健康支援、

北海道産業衛生学会、２０２４年１１

月 
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4. 立石清一郎：災害産業保健、近畿産業

衛生学会基調講演、２０２４年１２

月、大阪 

5. 立石清一郎：災害時の職員支援、第３

０回日本災害医学会シンポジウム、２

０２５年３月 

6. 立石清一郎：EOC における職員健康支

援の方策、第３０回日本災害医学会パ

ネルディスカッション、２０２５年３

月 

7. 榎田奈保子：DOHAT の活動、第３０回

日本災害医学会シンポジウム２０２５

年３月 

 

Ｇ．知的財産権の出願・登録状況 

１．特許取得 

特になし 

２．実用新案登録 

特になし 

３．その他 

特になし 

 

 

 

 

 

参考資料 

なし 
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図１ 尾島班成果物への貢献 
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図１ 尾島班への貢献 
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図２ SOP への記載 
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図２ SOP への記載（続き） 
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